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【第 15 回学術研究大会基調講演報告】  

 

 

社会の変化に対応する日中高等職業教育  

―日本の専門職大学と中国の職業技術大学との比較から―  

 

新井  聡 ※  

 

摘要  

2019 年 に 日 本 で は 専 門 職 大 学 （ 及 び 専 門 職 短 期 大 学 ）、 中 国 で は 職 業 技 術 大 学

と い う 学 部 レ ベ ル の 学 位 が 取 得 で き る 高 等 教 育 機 関 が 誕 生 し 、 規 模 を 拡 大 さ せ て

い る 。両 者 と も 、「 第 四 次 産 業 革 命 」 や「 Society 5.0」の 進 展 等 に よ る 産 業 構 造 の

転 換 に 対 応 し た 専 門 職 業 人 材 の 育 成 を 目 的 と し て 設 置 さ れ た が 、 社 会 体 制 や 経 済

戦 略 の 違 い か ら 前 者 は サ ー ビ ス 産 業 に 、 後 者 は マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ に 重 点 を

置 い て い る 。 そ の 役 割 の 違 い か ら 両 国 が 人 材 育 成 で 互 い に 補 完 で き る 可 能 性 が あ

る 。  

 

キーワード： 高 等 職 業 教 育 、 専 門 職 大 学 、 職 業 技 術 大 学  

 

１．はじめに：日中における近年の高等職業教育に関する動向と課題  

「 第 四 次 産 業 革 命 」や「 Society 5.0」の 進 展 等 に よ る 社 会 経 済 の 変 化 に よ っ て 、

既 存 の 高 度 な ス キ ル 育 成 を 担 っ て き た 高 等 職 業 教 育 の 役 割 に も 変 化 が 求 め ら れ る

よ う に な っ た 。 こ の 変 化 に 呼 応 す る か の よ う に 2019 年 に 日 本 で は 専 門 職 大 学 、

中 国 で は 職 業 技 術 大 学 と い う 学 士 の 学 位 等 が 取 得 で き る 高 等 教 育 機 関 が 誕 生 し 、

現 在 ま で 規 模 を 拡 大 さ せ て い る 。 日 本 で は 技 能 の 獲 得 を 目 的 と す る 専 門 学 校 と 学

術 的 知 識 に 基 づ く 学 位 が 取 得 で き る 大 学 と の 両 者 の メ リ ッ ト を 併 せ 持 ち 、 理 論 と

実 践 の 両 面 で 産 業 に 貢 献 す る ハ イ レ ベ ル 人 材 を 育 成 す る 専 門 職 大 学 の 設 置 に よ っ

て 新 し い 産 業 で 活 躍 し た い 若 者 に キ ャ リ ア パ ス を 提 供 で き る よ う に な っ た 。 中 国

 
※  文部科学省総合教育政策局  
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で は 、2～ 3 年 間 の 短 期 高 等 教 育 に お い て 卒 業 資 格 に 結 び つ く が 、学 位 の 取 得 に 結

び つ か な い 高 等 職 業 教 育 が 主 に 実 施 さ れ て い た が 、職 業 技 術 大 学 の 設 置 に よ っ て 、

高 等 職 業 教 育 に お い て 学 部 レ ベ ル の 学 位 が 取 得 で き る こ と と な り 、 普 通 教 育 よ り

も 低 位 に あ る と 社 会 的 に み な さ れ て い た 職 業 教 育 が 、 生 徒 や 保 護 者 に と っ て 魅 力

あ る 進 学 先 の 1 つ と な っ た 。  

本 稿 で は 、 日 中 で 新 た な 高 等 職 業 教 育 機 関 が な ぜ 同 時 期 に 設 置 さ れ た の か 、 ま

た 、 両 者 の 相 違 ・ 相 似 点 は ど こ に あ る の か 、 さ ら に 両 者 の 比 較 や 成 立 背 景 か ら 、

両 者 の 交 流 可 能 性 に つ い て 検 討 す る 。  

１．２  日本と中国における職業教育体系の比較  

 日 本 と 中 国 で は 、 6－ 3－ 3－ 4 制 の 学 校 教 育 体 系 を 基 本 的 に と っ て お り （ 図 1、

2 参 照 ）、初 等 中 等 教 育 及 び 高 等 教 育 間 で の 比 較 は 容 易 で あ る 。職 業 教 育 は 、両 国

と も 後 期 中 等 段 階 か ら 基 本 的 に 開 始 さ れ る が 、 日 本 と 中 国 で 大 き く 異 な る 点 は 、  

図 1：日本の学校系統図  

（     部 分 は 義 務 教 育  ）  

出 典 ： 文 部 科 学 省 2025、「 諸 外 国 の 教 育 統 計 R7（ 2 027 年 版 」（ ht tps ://www.mext .go. jp/  

b_menu/to uke i/ data/sy oga iko ku/1415074_00023 .htm ）。  
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図 2：中国の学校系統図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 2019 年度より、大学制度の中に位置づけられ実践的な職業教育を行う  

出典：文部科学省 2025、「諸外国の教育統計 R7（ 2027 年版」（ https://www.mext.go.jp/  

b_menu/toukei/data/syogaikoku/1415074_00023.htm）。  

 

日 本 の 後 期 中 等 教 育 段 階 は 普 通 教 育 と 職 業 教 育 の 隔 て が な く 、 学 校 種 と し て 高 等

学 校 が 存 在 し 、 同 学 校 種 内 で の 普 通 教 育 を 行 う 普 通 学 科 と 専 門 教 育 を 行 う 専 門 学

科 の 区 分 に よ っ て 普 通 教 育 と 職 業 教 育 の 違 い が 発 生 す る 点 で あ る 。 両 者 の 間 に 隔

て が な い た め 、 専 門 学 科 を 主 体 と す る 学 校 に 進 学 し て も 、 高 等 教 育 へ の 進 学 を 目

的 と し た 課 程 を 選 択 す る こ と で 専 門 性 を 取 得 し つ つ 大 学 進 学 が 可 能 と な る 柔 軟 性

を 有 し て い る 。 他 方 で 、 中 国 で は 、 後 期 中 等 教 育 段 階 で 、 普 通 教 育 と 職 業 教 育 の

分 岐 が 生 じ る 。 学 校 系 統 で は 、 普 通 教 育 に 基 づ く 4 年 制 大 学 に 進 学 す る こ と を 目

的 と し た 高 級 中 学 （ 原 語 ： 普 通 高 中 ） と 、 職 業 教 育 を 行 う 中 等 専 門 学 校 や 職 業 中

学 等 を 含 ん だ 中 等 職 業 学 校 （ 原 語 ： マ マ ） の 2 つ の 系 統 に 分 か れ 、 原 則 、 高 等 教
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育 段 階 で も そ の 分 岐 は 続 く 。カ リ キ ュ ラ ム の 違 い か ら 職 業 教 育 に 進 学 し た 生 徒 は 、

職 業 技 術 学 院 や 専 科 学 校 と い っ た 学 位 に 結 び つ か な い 2～ 3 年 間 の 短 期 高 等 職 業

教 育 に 進 学 せ ざ る を 得 ず 、 後 期 中 等 教 育 段 階 で 普 通 教 育 に 進 学 す る か 、 職 業 教 育

に 進 学 す る か で 、そ の 後 の 進 路 が 決 定 し て し ま う 。こ の 固 定 し た 進 路 が 、生 徒 個 々

人 の 能 力 開 発 の 幅 を 狭 め る と と も に 、 社 会 的 に 職 業 教 育 は 普 通 教 育 よ り も 低 位 に

位 置 す る と い う 印 象 を 強 化 し て 職 業 教 育 は 社 会 的 に 不 人 気 の ま ま で あ っ た 。  

 

２ . 2019 年に日本と中国で成立した新しい高等職業教育機関について  

 日 中 間 に 職 業 教 育 体 系 の 相 違 が 存 在 す る が 、2019 年 に 日 本 で は 専 門 職 大 学（ 及

び 専 門 職 短 期 大 学 ） が 、 中 国 で は 、 職 業 技 術 大 学 （ も し く は 職 業 大 学 ） が 成 立 し

た 。 前 者 は 新 し い 学 校 種 と し て 学 校 教 育 法 の 改 正 に 基 づ い て 新 し い 制 度 の 枠 組 み

で 設 立 さ れ 、 後 者 は 「 中 華 人 民 共 和 国 高 等 教 育 法 」 の 枠 内 で 既 存 の 学 校 種 の 派 生

型 と し て 設 立 さ れ た 。 専 門 職 大 学 は 、 社 会 や 産 業 界 の 変 化 に 対 応 し た 新 た な モ ノ

や サ ー ビ ス を 創 造 で き る 実 践 力 と 創 造 力 を 兼 ね 備 え た 人 材 を 育 成 す る た め 新 た な

枠 組 み の 下 で 成 立 し た 。 他 方 で 職 業 技 術 大 学 は 、 第 4 次 産 業 革 命 に 伴 う 社 会 や 産

業 界 の 変 化 に 対 応 す る 高 度 人 材 育 成 に 対 応 す る 必 要 と と も に 、 後 期 中 等 教 育 段 階

以 降 の 普 通 教 育 と 職 業 教 育 の 分 離 と い う 問 題 を 克 服 し 、 4 年 制 で 学 部 レ ベ ル の 学

位 を 取 得 で き る 職 業 教 育 系 の 大 学 と し て 職 業 教 育 の 地 位 向 上 と 生 徒 や 学 生 へ の 多

様 な 進 路 の 提 供 を 目 的 と し て い る 。 そ の た め 、 職 業 技 術 大 学 は 「 中 華 人 民 共 和 国

高 等 教 育 法 」 の 改 正 に よ る 新 た な 学 校 種 と し て 規 定 さ れ ず 、 既 存 の 高 等 教 育 機 関

の 拡 張 と し て 成 立 し た 。  

 

２．１  専門職大学について  

 専 門 職 大 学（ 及 び 専 門 職 短 期 大 学 ）は 、文 部 科 学 省 に よ る と「『 第 四 次 産 業 革 命 』

『 Society 5.0』の 進 展 と 国 際 競 争 の 激 化 に 伴 い ，産 業 構 造 が 急 速 に 転 換 す る 中 ，優

れ た 専 門 技 能 等 を も っ て ， 新 た な 価 値 を 創 造 す る こ と が で き る 専 門 職 業 人 材 の 養

成 」 す る た め に 設 置 さ れ た 新 た な 学 校 種 で あ る 。 同 校 で 養 成 す べ き 専 門 職 業 人 材

は 実 践 力 と 創 造 力 を 兼 ね 備 え 、「 理 論 に 裏 付 け ら れ た 高 度 な 実 践 力 を 強 み と し て ，

専 門 業 務 を 牽 引 で き る 人 材 ＋ 変 化 に 対 応 し つ つ ， 新 た な モ ノ や サ ー ビ ス を 作 り 出

す こ と が で き る 人 材 」 と さ れ て い る 。  
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参 考 ： 文 部 科 学 省 ウ ェ ブ サ イ ト 「 専 門 職 大 学 等 の 制 度 化 に つ い て 」

（ https://www.mext.go.jp/content/20210331 -mxt_senmon01-100001385_01.pdf）、2025 年 4

月 15 日閲覧。  

 

各 機 関 は 、 深 く 専 門 の 学 芸 を 教 授 研 究 し 、 専 門 職 を 担 う た め の 実 践 的 か つ 応 用  

的 な 能 力 を 育 成 ・ 展 開 す る こ と を 目 的 と し て お り 、そ れ 故 、卒 業 単 位 の 概 ね 3～ 4

割 以 上 が 実 習 に 当 て ら れ 、 数 か 月 の 長 期 の イ ン タ ー ン シ ッ プ 等 が 必 須 と さ れ る 。

ま た 、必 要 専 任 教 員 数 の 概 ね 4 割 以 上 を 実 務 家 教 員 と し 、原 則 40 人 以 下 の 小 規 模

授 業 を 行 い 、 指 導 教 員 と 学 生 の 距 離 が 近 い こ と で 、 学 習 ・ 実 習 ・ 就 職 活 動 な ど で

き め 細 や か な 個 別 指 導 を 提 供 す る 。  

専 門 職 大 学 （ 及 び 専 門 職 短 期 大 学 ） の も う 1 つ の 特 徴 は 、 学 位 の 授 与 で あ る 。

「 課 程 修 了 者 に は 、文 部 科 学 大 臣 が 定 め る 学 位 を 授 与 す る 」と さ れ て お り 、｢学 士

（ 専 門 職 ）｣又 は ｢短 期 大 学 士（ 専 門 職 ）｣と「 専 門 職 」と 明 示 さ れ た 学 位 が 授 与 さ

れ る 。 教 育 課 程 に つ い て は 、 産 業 界 等 と 連 携 し た 課 程 を 編 成 ・ 実 施 し 、 教 員 の 任

用 ・ 資 質 向 上 に お い て 関 連 す る 事 業 を 行 う 者 等 の 協 力 を 得 る と さ れ て お り 、 常 に

最 新 の 情 報 に ア ッ プ デ ー ト さ れ る 。 同 時 に 産 業 界 等 と 連 携 し た 認 証 評 価 の 体 制 を

整 備 し て 、 専 門 分 野 の 特 性 に 応 じ た 評 価 を 受 け る な ど 、 産 業 界 の 動 き と 連 動 し た

人 材 育 成 を 可 能 と し て い る 。 ま た 、 産 業 界 の リ ス キ リ ン グ や ア ッ プ ス キ リ ン グ の
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需 要 に 応 え る た め に 、社 会 人 が 学 び や す い 仕 組 み を 備 え て お り 、専 門 職 大 学（ 4 年

制 ）の 課 程 は 、前 期（ 2 年 又 は 3 年 ）及 び 後 期（ 2 年 又 は 1 年 ）に 区 分 で き る と と

も に 、 実 務 経 験 を 一 定 期 間 の 修 業 年 限 に 通 算 で き る 。  

 

図表：専門職大学・専門職短期大学の設置校及び設置数（ R7 年 4 月現在）  

 

 

区分  専門職大学  専門職短期大学  専門職学科  

公立  3 校  1 校  0 学科  

私立  16 校  2 校  1 学科  

合計  19 校  3 校  1 学科  

 

出 典 : 文 部 科 学 省 ウ ェ ブ サ イ ト 「 専 門 職 大 学 等 に つ い て （ パ ン フ レ ッ ト ）」

https://www.mext.go.jp/content/20250403 -mxt_senmon02-100001394-2.pdf、2025 年 4 月 15

日閲覧 。  

 

２．２  専門職大学の具体的な教育活動  

 本 項 で は 、 筆 者 が 訪 問 調 査 し た 専 門 職 大 学 （ 及 び 専 門 職 短 期 大 学 ） の 事 例 を 紹

介 す る 。  

 

 

２．２．１  国際ファッション専門職大学  
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国 際 フ ァ ッ シ ョ ン 専 門 職 大 学 は 、2017 年 の 学 校 教 育 法 改 正 後 、最 初 に 設 置 さ れ

た 専 門 職 大 学 で あ り 2019 年 4 月 に 開 講 し た 。 同 大 学 の 運 営 母 体 は 日 本 教 育 財 団

で あ り 、 同 財 団 は 元 々 フ ァ ッ シ ョ ン 系 の 専 門 学 校 を 運 営 し て い た こ と か ら 、 そ の

資 源 を 流 用 し て 専 門 職 大 学 を 設 立 し た 。 同 大 学 を 設 置 し た 理 由 は 、 学 生 に 高 度 な

ス キ ル の 取 得 を 求 め る の で は な く 、 文 化 人 類 学 、 ジ ェ ン ダ ー 、 パ フ ォ ー マ ン ス ア

ー ト な ど の 学 術 面 で の 教 育 を 提 供 し 、 産 業 の 複 雑 化 に 対 応 し た 理 論 と 実 践 を 併 せ

持 つ 人 材 を 育 成 す る た め で あ っ た 。 卒 業 ま で の 必 要 単 位

は 126 単 位 で 、そ の う ち 46 単 位 は 比 較 文 化 、匠 の 世 界 な

ど の 選 択 科 で あ る 。 座 学 で 必 要 と さ れ る 単 位 数 は 90 で 、

そ れ 以 外 は 実 習 で 取 得 す る 。 東 京 、 大 阪 、 名 古 屋 の 3 つ

の キ ャ ン パ ス を 持 ち 、教 員 総 数 は 約 50 名 、学 生 定 員 数 は

約 800 人（ 2025 年 度 の 在 学 者 数 は 661 人 ）で 、基 本 的 に

40 人 以 下 の 学 級 制 を と り 、 1 年 次 か ら ゼ ミ に 入 り 、 ゼ ミ

に は 4～ 5 名 の 教 師 が つ く 。 3

年 次 に は 3 か 月 以 上 の イ ン タ

ー ン シ ッ プ な ど の 海 外 実 習 が 、 卒 業 前 に は フ ィ ー ル ド

ワ ー ク が 必 須 と さ れ る な ど 、実 践 力 を 重 視 し 、就 職 保 障

100％ を 打 ち 出 し て い る 。 ま た 、 産 業 界 と の 連 携 が 緊 密

で あ る こ と か ら 多 数 の 実 務 家 教 員 を 配 置 し て い る 。 実

務 家 教 員 は 法 令 上 5 年 以 上 と 定 め ら れ て い る が 、 同 校

で は 、 教 授 は 30 年 以 上 ，  準 教 授 25 年 は 以 上 ， 講 師 は

15 年 以 上 の 実 務 歴 を 必 要 と さ れ る 。  

 

２．２．２  東京国際工科専門職大学  

2020 年 に 設 立 さ れ た 東 京 国 際 工 科 専 門 職 大 学 は 、 上 述 の 国 際 フ ァ ッ シ ョ ン 専

門 職 大 学 の 東 京 キ ャ ン パ ス と 同 一 の 建 物 内 に 位 置 し て お り 、 情 報 工 学 や ロ ボ テ

ィ ク ス な ど の デ ジ タ ル 工 学 系 を 主 眼 と す る 専 門 職 大 学 で あ る 。同 大 学 は 、工 科 学

部 の 下 に 、 情 報 工 学 科 と デ ジ タ ル エ ン タ テ ィ ン メ ン ト 学 科 の 2 つ を 有 し 、 定 員

数 は 800 名 で あ る が 、2025 年 5 月 現 在 の 在 籍 者 数 は 902 名（ 情 報 工 学 科 521 名 、

写 真 1：国 際フ ァッ ショ ン

専 門 職大 学の 外観  

写 真 2： キャ ンパ ス内  
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デ ジ タ ル エ ン タ テ ィ ン メ ン ト 学 科 381 名 ）と な っ て い

る 。 1 年 次 は 共 通 の 基 礎 科 目 を 学 習 し 、 2 年 次 か ら 専

門 の コ ー ス に 分 か れ る コ ー ス 制 を と っ て い る 。情 報 工

学 科 で は 、 2 年 次 に AI 戦 略 コ ー ス 、 ロ ボ ッ ト 開 発 コ

ー ス 、 IoT シ ス テ ム コ ー ス に 分 か れ 、デ ジ タ ル エ ン タ

テ ィ ン メ ン ト 学 科 で は CG ア ニ メ ー シ ョ ン コ ー ス 、ゲ

ー ム プ ロ デ ュ ー ス コ ー ス に 分 か れ る 。グ ロ ー バ ル ス タ

ン ダ ー ド に 対 応 し た 人 材 育 成 を 目 標 と し て お り 、 4 年

間 を 通 じ た 英 語 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ス キ ル 修 得 が

必 須 で 、 Amazon や Google で の 講 義 や 会 議 に 参 加 し た り 、 米 ・ 英 ・ カ ナ ダ の IT

企 業 等 で 研 修・イ ン タ ー ン シ ッ プ を し た り す る な ど 、英 語 力 の 急 激 な 上 昇 を 促 す

カ リ キ ュ ラ ム と な っ て い る 。実 践 力 の 向 上 の た め に 、4 年 間 の 半 数 が 演 習 ・ 実 習

に 当 て ら れ て お り 、 2 年 次 か ら 卒 業 ま で

に 臨 地 実 務 実 習（ 累 計 600 時 間 ）の 中 で 、

4 か 月 間 の 長 期 企 業 イ ン タ ー ン な ど が 行

わ れ る 。在 学 中 か ら 実 務 と 連 携 し た 実 習

が 行 わ れ 、例 え ば 、行 政 と 連 携 し た シ ス

テ ム 開 発 実 習 で 、自 治 体 の 要 請 に 基 づ い

た ま た メ タ バ ー ス ハ ロ ー ワ ー ク を 開 発

し た り 、オ ン ラ イ ン ゲ ー ム『 フ ォ ー ト ナ

イ ト 』の 岐 阜 城 版 を 制 作 し た り し て い る 。そ の ほ か 、校 内 コ ン テ ス ト に よ る ゲ ー

ム 開 発 や IoT に よ る 車 内 幼 児 置 き 去 り 検 知 セ ン サ ー の 開 発 な ど 、 学 生 の 意 欲 を

向 上 さ せ る 教 育 を 実 施 し て お り 、 就 職 率 100％ を 達 成 し て い る 。  

 

２．２．３  東京保健医療専門職大学  

2020 年 に 開 学 し た 東 京 保 健 医 療 専 門 職 大 学 は 、 理 学 療 法 士 （ PT)、 作 業 療 法 士

（ OT)の 育 成 を 行 っ て お り 、リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 学 部 の 下 に 、理 学 療 法 学 科 及 び 作

業 療 法 学 科 の 2 つ の 学 科 を も ち 、総 定 員 数 は 640 名（ 2025 年 5 月 1 現 在 総 在 籍 者

数 435 名 ） で あ る 。 2025 年 現 在 1 都 3 県 で 唯 一 の 医 療 系 専 門 職 大 学 で あ り 、 PT、

写 真 3：没 入型 ゲー ミン グチ ェ

ア   

写 真 4： 東京 国際 工科 専門 職大 学内 の教 室  



アジア教育文化ジャーナル 

第 8 巻 2026 年 3 月 

31 

 

OT の 国 家 資 格 の 取 得 が 教 育 の 目 標 と な

っ て い る た め 、40 人 を 学 級 単 位 と し た 担

任 制 を と り 、 き め 細 や か な 指 導 を 行 う こ

と で 1 年 次 か ら の 学 習 習 慣 の 形 成 を 行 う

カ リ キ ュ ラ ム を 実 施 し て い る 。 同 大 学 が

設 置 さ れ た 背 景 と し て は PT 及 び OT の 国

家 資 格 試 験 が 1966 年 に 開 始 さ れ て か ら

時 間 が た ち 、専 門 性 が 確 立 さ れ た 一 方 で 、

30～ 40 代 の シ ニ ア 以 降 の キ ャ リ ア 形 成 が 課 題 と な っ て い た か ら で あ る 。シ ニ ア 以

降 に 現 場 を 支 え る 経 営 、 マ ー ケ テ ィ ン グ 、 マ ネ ー ジ メ ン ト 、 起 業 を 行 え る 人 材 を

育 成 す る た め 、同 大 学 は 業 界 の 意 向 を 反 映 さ せ て 設 立 さ れ

た 。教 育 の 内 容 は 技 能 の 獲 得 だ け で な く 社 会 課 題 を 解 決 で

き る 療 法 士 の 育 成 に 重 点 を お い て お り 、ス ポ ー ツ ト レ ー ニ

ン グ な ど の ス ポ ー ツ 支 援 、 ヘ ル ス ケ ア 、 VR や ロ ボ テ ィ ク

ス な ど を 用 い た リ ハ ビ リ 用 先 進 テ ク ノ ロ ジ ー 、経 営 な ど の

教 育 を 提 供 し て い る 。 1 年 次 か ら 連 携 し て い る 医 療 機 関 に

お い て 1 週 間 の 見 学 実 習 を 行 い 、4 年 次 の 8 週 間 以 上 に わ

た る 総 合 演 習 ま で 、 各 学 年 で 実 践 的 実 習 が 組 ま れ て お り 、

特 に 経 営 分 野 で は 、 連 携 し て い る 医 療 機 関 な ど 経 営 マ ネ ー

ジ メ ン ト ・ 事 業 戦 略 開 発 な ど を 学 習 す る 。  

 

２．２．４  iU(情報経営イノベーション専門職大学）  

2020 年 に 東 京 都 墨 田 区 で 開 学 し た i U(情 報 経 営 イ ノ ベ

ー シ ョ ン 専 門 職 大 学 )は 、就 職 よ り も 起 業 す る 人 材 の 育 成

に 焦 点 を 当 て た 専 門 職 大 学 で

あ る 。 同 大 学 は 情 報 経 営 イ ノ

ベ ー シ ョ ン 学 部 ・ 情 報 経 営 イ

ノ ベ ー シ ョ ン 学 科 の み を 設 置 し 、「 ICT テ ク ノ ロ ジ ー や

ビ ジ ネ ス ス キ ル で 社 会 課 題 を 解 決 す る 」 人 材 を 育 成 す

る た め に ICT、 ビ ジ ネ ス 、 グ ロ ー バ ル コ ミ ュ ニ ケ ー シ

写 真 5： 東京 保健 医療 専門 職 大学 キャ ンパ ス

内  エ ント ラン ス  

写 真 6： 外観  

写 真 7： 外観  

写 真 8： コモ ンル ーム 兼起 業・

就 職 相談 室  
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ョ ン の 3 つ の 分 野 の 教 育 を 行 っ て い る 。多 く の 連 携 企 業 や 客 員 教 員 に よ る 起 業 塾 、

学 生 に 対 す る 資 金 ・ バ ッ ク オ フ ィ ス の 提 供 が 行 わ れ 、 在 学 中 か ら ベ ン チ ャ ー の た

め の 実 践 的 な 学 習 を 実 施 し て い る 。 卒 業 生 の 起 業 率 は 国 内 ト ッ プ レ ベ ル で あ り 、

2023 年 度 の 起 業 社 数 は 全 国 6 位 の 31 社 （ 1～ 5 位 は 大 阪 大 学 、 慶 應 義 塾 大 学 、 東

京 大 学 な ど ）、 学 生 数 あ た り の 起 業 実 績 は 4.17％ （ 学 生 数 744 人 中 31 社 起 業 ） と

な っ て い る 。 経 営 者 、 起 業 家 、 投 資 家 、 エ ン ジ ニ ア と し て 活 躍 す る 客 員 教 員 数 は

1,176 人 を 誇 り 、 彼 ら に よ る 演 習 は 学 生 に と っ て 現 在 進 行 形 の ベ ン チ ャ ー を 経 験

す る 機 会 と な る と と も に 、経 営 者 側 に と っ て は 人 材 発 掘 の 場 と な っ て い る 。ま た 、

近 隣 の 企 業 な ど へ の 600 時 間 （ 4 か 月 ） の イ ン タ ー ン が 必 修 と な っ て お り 、 2024

年 度 の 就 職 内 定 率 は 97.5％ を 達 成 し て い る 。  

 

２．２．５  ヤマザキ動物看護専門職短期大学  

ヤ マ ザ キ 動 物 看 護 専 門 職 短 期 大 学 は 2019 年 に 開 学 し た 日 本

で 初 め て の 専 門 職 短 期 大 学 で あ る 。母 体 は 、ヤ マ ザ キ 動 物 看 護

大 学 （ 4 年 制 ），  ヤ マ ザ キ 動 物 看 護 専 門 職 短 期 大 学 （ 3 年 制 ）， 

ヤ マ ザ キ 動 物 専 門 学 校（ 2 年 制 ）を 有 す る 学 校 法 人 ヤ マ ザ キ 学

園 で あ り 、 58 年 前 に 開 設 し た 専 門 学 校 を 起 源 と し て い る 。 同

短 期 大 学 は 、 2019 年 6 月 に ア ジ ア 初 の 「 愛 玩 動 物 看 護 師 法 」

が 可 決 さ れ 、 2022 年 5 月 か ら 愛 玩 動 物 看 護 士 が 国 家 資 格 化 さ

れ る こ と と 、 ペ ッ ト 市 場 の 拡 大 ・ 質 の 向 上 に よ り 、 製 品 開 発 ・

企 画 な ど が で き る 学 術 知 識 を 持 っ た ハ イ レ ベ ル 人 材 が 必 要 と な っ た こ と を 背 景 と

し て 開 設 さ れ た 。 実 務 能 力 を 獲 得 す る 教 育 を 重 視 し て お り 、 専 任 教 員 の 4 割 以 上

が 実 務 経 験 を 持 ち 、 実 務 家 教 員 の 半 数 が 研 究 能 力 を 有 し て い る 。 短 期 高 等 教 育 と

し て の 3 年 間 で 、 卒 業 ま で に 取 得 す べ き 107 単 位 の う ち 30 単 位 が 実 習 と な っ て

お り 、3 年 間 の 総 実 習 時 間 は 900 時 間 で あ る 。そ の

う ち 半 分 の 450 時 間 が 動 物 病 院 、企 業 、保 険 会 社 、

ペ ッ ト サ ロ ン な ど で の 学 外 イ ン タ ー ン で あ り 、 そ

の 経 験 を 通 じ て 学 生 は 将 来 の キ ャ リ ア の 方 向 性 を

見 出 す こ と が 可 能 で あ る 。ま た 、学 内 に は 動 物 病 院 、

ペ ッ ト サ ロ ン 、訓 練 施 設 が 敷 設 さ れ て お り 、学 生 が

写 真 9： 外観  

写 真 1 0： 学内 の動 物病 院  
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実 習 に 参 加 し や す い 環 境 を 整 え て い る 。 国 家 資 格 を 取 得 す る こ と を 目 指 し た 課 程

が コ ア カ リ キ ュ ラ ム で あ り 、卒 業 時 に は 短 期 大 学 士（ 専 門 職 ）の 学 位 を 獲 得 す る 。  

 

２．２．６  専門職大学の位置づけ  

 以 上 の 事 例 か ら 見 る と 、2019 年 以 降 に 設 置 さ れ た 専 門 職 大 学（ 及 び 専 門 職 短 期

大 学 ） は 、 フ ァ ッ シ ョ ン 、 デ ジ タ ル 、 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 、 ベ ン チ ャ ー 、 ペ ッ ト

な ど の サ ー ビ ス 業 で 新 た な 価 値 を 生 み 出 す 、 創 造 的 で 実 践 的 に 活 躍 で き る 人 材 の

育 成 を 目 指 し て い る 。 こ れ は マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ か ら 消 費 中 心 の サ ー ビ ス 産

業 へ の 転 換 や そ れ に 伴 う マ ー ケ ッ ト の 変 化 に 対 応 し た も の で あ り 、 日 本 の 産 業 構

造 の 変 化 に 合 わ せ た 高 度 人 材 の 育 成 を 目 的 と し た も の で あ っ た 。 専 門 職 大 学 の 設

置 は 日 本 の 経 済 構 造 の 遷 移 を 表 象 し た も の で あ り 、 高 等 職 業 教 育 が 市 場 の 変 化 に

合 わ せ て 柔 軟 に 新 た な セ ク タ ー を 創 出 し た と い え る 。  

 

３．職業技術大学   

３．１  職業技術大学の創設について  

日 本 で 専 門 職 大 学・専 門 職 短 期 大 学 が 創 設 さ れ た 2019 年 に 、中 国 で は 新 た な 高

等 教 育 機 関 と し て 職 業 技 術 大 学（ も し く は 職 業 大 学 ）が 設 置 さ れ た 。こ れ は 、2010

年 代 に 入 り 経 済 社 会 の 発 展 や 産 業 構 造 の 転 換 に 対 応 す る た め 職 業 教 育 の 強 化 が 必

要 に な っ た か ら で あ っ た 。 特 に 2015 年 に 公 表 さ れ 、 2025 年 ま で に 世 界 の 製 造 強

国 へ の 仲 間 入 り を 目 指 す 政 策「 中 国 製 造 2025」に み ら れ る よ う に 「 製 造 大 国 」 か

ら 「 製 造 強 国 」 へ の 転 換 に よ り 労 働 集 約 型 か ら 技 術 集 約 型 の 製 造 業 へ の 転 換 を 掲

げ た 中 国 に お い て 、 既 存 の 高 等 職 業 教 育 を 超 え る 高 度 な ス キ ル を 教 育 で き る 職 業

教 育 が 必 要 と な っ た 。 内 閣 に あ た る 国 務 院 は 現 代 社 会 に よ り 適 応 し た 職 業 教 育 を

促 進 さ せ る 決 定（「 加 快 発 展 現 代 職 業 教 育 的 決 定 」）を 2014 年 5 月 に 発 表 し 、同 年

6 月 に は「 現 代 職 業 教 育 体 系 建 設 計 画（ 2014～ 2020 年 ）」を 公 表 し た 。こ れ ら の 政

策 で は 、 中 等 教 育 段 階 か ら 専 門 職 の 修 士 課 程 ま で を 通 じ た 現 代 的 な 職 業 教 育 を 形

成 し よ う と し て お り ， 特 に 職 業 高 等 教 育 機 関 の 質 向 上 に 焦 点 が あ て ら れ た 。 こ の

改 革 に 対 し て 教 育 部 は 当 初 、1999 年 以 降 の 高 等 教 育 の 規 模 拡 大 期 に 新 設 さ れ た 地

方 4 年 制 大 学 の 一 部 を 実 践 的 な 職 業 教 育 を 行 う 応 用 技 術 型 大 学 に 転 換 す る 政 策 を

と っ て 対 応 し た 。応 用 技 術 型 大 学 は 、2013 年 に 天 津 職 業 技 術 師 範 大 学 が 発 起 人 と
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な っ た 35 校 を 束 ね る 応 用 技 術 大 学（ 学 院 ）連 盟 の 結 成 な ど 、地 方 レ ベ ル で 一 定 程

度 拡 大 し た が 、 職 業 教 育 を 普 通 教 育 よ り も 下 位 に 見 る 社 会 の 認 識 か ら 、 既 存 の 4

年 制 大 学 は 応 用 技 術 大 学 化 を 格 落 ち と 考 え 、 大 き く 普 及 す る こ と は な か っ た 。 し

か し 、急 速 な 技 術 革 新 に よ り 情 報 通 信 や 集 積 回 路 、AI、IoT、ロ ボ テ ィ ク ス な ど の

新 し い 産 業 に 対 応 で き る 人 材 の 育 成 が 南 部 な ど の ハ イ テ ク 産 業 地 域 で 大 量 に 必 要

と な り 、 ハ イ レ ベ ル の 高 等 職 業 教 育 機 関 の 設 置 が 求 め ら れ て い た 。 2019 年 1 月 、

国 務 院 は 「 国 家 職 業 教 育 改 革 実 施 プ ラ ン 」 を 公 表 し 、 普 通 教 育 を 行 う 高 等 教 育 機

関 と 高 等 職 業 教 育 機 関 を 同 等 と 位 置 づ け 、 同 年 4 月 に は 教 育 部 及 び 財 政 部 に よ っ

て 50 校 の ハ イ レ ベ ル な 高 等 職 業 教 育 機 関 と 150 の ハ イ レ ベ ル な 専 門 分 野 を 構 築

す る 「 中 国 の 特 色 あ る ハ イ レ ベ ル の 高 等 職 業 教 育 及 び 専 門 分 野 の 構 築 を 実 施 す る

こ と に 関 す る 意 見（ 通 称：「 双 高 計 画 」）」が 公 表 さ れ る な ど 、高 等 職 業 教 育 の 高 度

化 を 進 め た 。 学 位 の 取 得 を 重 視 す る 社 会 通 念 の 中 、 学 位 に 結 び つ か な い 短 期 高 等

教 育 で あ っ た こ と が 、 ハ イ レ ベ ル な 高 等 職 業 教 育 を 実 施 す る 上 で の 課 題 で あ っ た

こ と か ら 、 政 府 は 、 学 位 に 結 び つ く 学 部 レ ベ ル の 教 育 を 提 供 す る 新 し い タ イ プ の

大 学 で あ る 職 業 技 術 大 学 の 設 置 を 2019 年 か ら 開 始 し た 。  

 

３．２  職業技術大学の特徴  

 職 業 技 術 大 学 は 、 基 本 的 に 短 期 の 高 等 教 育 課 程 で あ る 専 科 課 程 を 提 供 し て い た

高 等 職 業 教 育 機 関 が 昇 格 し た も の で あ る が 、 本 科 レ ベ ル の 教 育 を 提 供 し て お り 、

普 通 教 育 を 行 う 大 学 と 同 等 の 学 位 を 授 与 す る 点 で 、 既 存 の 大 学 と 同 等 で あ る 。 規

模 の 大 き な 高 等 職 業 教 育 機 関 の 中 に は 、 学 位 に 結 び つ く 教 育 を 提 供 で き る 本 科 レ

ベ ル の 大 学 に 昇 格 し た い と 考 え る も の が あ り 、 そ れ ら が 2019 年 以 降 に 職 業 技 術

大 学 に 転 換 し て い っ た 。 2014 年 6 月 に 公 表 さ れ た 「 現 代 職 業 教 育 体 系 建 設 計 画

（ 2014～ 2020 年 ）」 で は ， 原 則 ， 短 期 の 職 業 高 等 教 育 機 関 が 本 科 レ ベ ル の 昇 格 す

る こ と を 許 可 し て い な か っ た た め ，2019 年 当 初 は 、公 財 政 を 使 用 し な い 私 立 の 職

業 教 育 機 関 で あ る 15 校 が 実 験 的 に 短 期 高 等 教 育 機 関 か ら 本 科 レ ベ ル に 昇 格 し（ 表

1 参 照 ）、そ の 際 、政 府 は ，大 学 の 名 称 と し て 「 職 業 大 学 」 を 校 名 に 含 め る こ と を

要 求 し た こ と で ，本 科 レ ベ ル と な っ た 大 学 は ，「 職 業 技 術 大 学 」若 し く は「 職 業 大

学 」 と 新 た に 名 乗 る こ と と な っ た 。  
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表 1：職業技術大学の設置： 2019 年に本科レベルに昇格した 15 校  

No

.  

変更前の機関名  変更後の機関名（英文名）  

1  南 昌 職 業 学 院  南 昌 職 業 大 学 （ Nanc hang  Vocat iona l  Unive rs i ty ）  

2  江 西 先 鋒 ソ フ ト ウ ェ ア 職

業 技 術 学 院  

江 西 ソ フ ト ウ ェ ア 職 業 技 術 大 学 （ J iangxi  Sof t war e  

Voca t i ona l  U niver s i ty  o f  Te chnol ogy）  

3  泉 州 理 工 職 業 学 院  泉 州 職 業 技 術 大 学（ Quanz hou  Vocat io na l  and  Techn ic a l  

Univer i s ty）  

4  山 東 外 国 語 職 業 学 院  山 東 外 国 語 職 業 技 術 大 学 （ Sha ndong  Vocat i na l  an d  

Techn ica l  U nivers i ty  of  In te r na t io na l  S tu dies ）  

5  山 東 凱 文 科 技 職 業 学 院  山 東 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 職 業 技 術 大 学 （ Shan don g  

Vocat i ona l  a nd  Techni ca l  Un ivers i ty  of  E ngine er ing ）  

6  山 東 外 事 翻 訳 職 業 学 院  山 東 外 事 職 業 大 学 （ Shand ong  Vo cat ion a l  Univer s i ty  o f  

Fore ign  Affa i r s）  

7  周 口 科 技 職 業 学 院  河 南 科 技 職 業 大 学 （ He nan  Voca t iona l  Univ ers i t y  o f  

Sc ience  a nd  Techno logy ）  

8  広 東 工 商 職 業 学 院  広 東 工 商 職 業 技 術 大 学 （ G uangd ong  Bu s ines s  an d  

Techn ology  Unive rs i ty ）  

9  広 州 科 技 職 業 技 術 学 院  広 州 科 技 職 業 技 術 大 学 （ Guang zhou  Vocat io na l  an d  

Techn ica l  U nivers i ty  of  Sc ien ce  and  Tech nolog y）  

10 広 西 都 市 職 業 学 院  広 西 都 市 職 業 大 学 （ Guang xi  Ci ty  Voca t i on a l  

Univers i ty）  

11 海 南 科 技 職 業 学 院  海 南 科 技 職 業 大 学 （ Haina n  Vo cat ion a l  Uni vers i ty  o f  

Sc ience  a nd  Techno logy ）  

12 重 慶 機 械 電 力 職 業 技 術 学

院  

重 慶 機 械 電 力 職 業 技 術 大 学 （ Chong qing   Voca t i on a l   

and   Tech nica l   Uni vers i ty   o f   Mechat ronic s  ）  

13 成 都 芸 術 職 業 学 院  成 都 芸 術 職 業 大 学 （ Cheng du  Voc at iona l  Univer s i ty  o f  

the  Ar ts ）  

14 陝 西 電 子 科 技 職 業 学 院  西 安 情 報 職 業 技 術 大 学 （ Xi 'an  Vocat iona l  U nivers i ty  o f  

Informa t ion）  

15 西 安 自 動 車 科 技 職 業 学 院  西 安 自 動 車 職 業 大 学 （ Xi 'an  Vocat i ona l  Un ivers i ty  o f  

Automob i le）  

参考： 中国中央テレビウェブサイト「 15 所職業学院昇為 “職業大学”考本科有了更多選択」

（ http://news.cctv.com) 2019 年 6 月 4 日。  

 

 職 業 技 術 大 学 の 設 置 は 、教 育 関 連 法 令 の 改 正 を 促 す こ と と な っ た 。「 中 華 人 民 共
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和 国 職 業 教 育 法 」 が 2022 年 に 改 正 さ れ 、 そ の 第 2 章 第 15 条 で 「 高 等 職 業 学 校 教

育 は 、 専 科 、 本 科 及 び そ れ 以 上 の 教 育 レ ベ ル の 高 等 職 業 教 育 機 関 及 び 普 通 教 育 を

行 う 高 等 教 育 機 関 が 実 施 す る 。」と 規 定 さ れ 、本 科 レ ベ ル の 高 等 職 業 教 育 機 関 の 位

置 づ け が 明 確 に な っ た 。同 時 に 2024 年 に 制 定 さ れ た「 中 華 人 民 共 和 国 学 位 法 」で

は 、 第 4 章 第 19 条 で は 、 次 の と お り 規 定 し た 。  

学 部 レ ベ ル の 教 育 を 受 け て 、 規 定 の 課 程 審 査 を 通 過 あ る い は 相 応 の 単 位 を 取 得 し 、

卒 業 論 文 あ る い は 卒 業 設 計 等 の 卒 業 に 関 連 す る 審 査 に 通 過 し 、 学 位 申 請 者 が 以 下 の

レ ベ ル に 達 し て い る と 表 明 す れ ば 、 学 士 の 学 位 を 授 与 す る 。  

（ 1） 当 該 学 科 あ る い は 専 門 分 野 領 域 で 基 礎 理 論 、 専 門 知 識 及 び 基 本 技 能 を 比 較 的 良

好 に 把 握 し て い る こ と 。  

（ 2 ） 学 術 研 究 あ る い は 専 門 の 実 践 的 業 務 に 従 事 す る 上 で 初 歩 の 能 力 を 有 す る こ と 。 

下 線 で 示 し た よ う に 、 学 位 取 得 に お い て 論 文 の 審 査 が 必 須 で な く な り 、 職 業 上

の 実 践 的 な 能 力 を 証 明 す る こ と で 学 士 学 位 が 取 得 で き る よ う に な っ た 。  

 職 業 技 術 大 学 で 行 わ れ る 教 育 は 、 短 期 高 等 職 業 教 育 機 関 で あ る 専 科 学 校 及 び 職

業 技 術 学 院 の 専 門 科 目 と 実 習 を 主 体 と し た 教 育 内 容 を 延 長 し た も の で は な く 、 本

科 1 年 及 び 2 年 目 で 学 生 は 数 学 、 物 理 、 英 語 な ど の 基 礎 課 程 及 び 基 礎 専 門 課 程 を

学 び 、 専 門 科 目 に お い て も 主 要 科 目 以 外 の 関 連 分 野 に つ い て 学 習 す る な ど 、 基 礎

分 野 を 含 ん だ 複 合 的 な 教 育 内 容 を 提 供 し て い る 。 た だ し 、 実 践 的 な 科 目 を 学 習 す

る 際 に 、 50％ 以 上 を 実 習 の 時 間 に 充 て て お り 、 こ の 点 が 普 通 教 育 を 行 う 大 学 と 異

な っ て い る 。  ま た 、2021 年 に 教 育 部 が 公 表 し た「 本 科 レ ベ ル の 職 業 教 育 専 門 分

野 設 置 管 理 規 則（ 試 行 ）」に よ る と 、職 業 技 術 大 学 は 修 士 以 上 の 学 位 を 有 す る 教 員

を 全 体 の 50％ 、博 士 学 位 を 取 得 し た 教 員 を 全 体 の 15％ 以 上 、普 通 教 育 と 職 業 教 育

の 双 方 を 教 育 で き る「 双 師 型 」教 師 を 50％ 以 上 配 置 す る と さ れ て お り 、学 術 と 実

践 の 両 者 を 高 い レ ベ ル で 教 育 で き る 教 員 を 揃 え て い る 。 ま た 、 地 域 の 産 業 に 貢 献

す る ハ イ レ ベ ル 職 業 人 材 「 産 教 融 合 」 型 の 地 元 企 業 な ど と 連 携 し た 実 習 を 行 っ て

い る 。 こ の よ う に ハ イ レ ベ ル で 学 位 の 取 得 に 結 び つ く 高 等 職 業 教 育 が 成 立 し た こ

と で 、 職 業 教 育 の 人 気 が 向 上 し 、 2024 年 5 月 ま で に 職 業 技 術 大 学 の 総 数 が 51 校

に ま で 拡 大 し （ 表 2、 3 参 照 ）、 さ ら に 浙 江 省 、 山 東 省 、 福 建 省 な ど の 中 等 職 業 教

育 段 階 で は 、 普 通 教 育 と 職 業 教 育 の 両 者 を 融 合 さ せ 、 学 位 に 結 び つ く 高 等 教 育 へ

の 進 学 を 目 的 と し た 「 職 普 融 通 教 育 」 が 拡 大 し て い る 。  
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表 2：職業技術大学の新設数・募集人数・在学者数  

（出典）中国週刊新聞「職教昇級」 2024 年 7 月  1 日、 p.13。  

 

表 3： 2024 年 5 月に教育部が新設を承認した職業技術大学  

 2019 年  2020 年  2021 年  2022 年  2023 年  2024 年  

新 設 数  

（ 運 営 方

法 ）  

15（ 全 て

私 立 ）  

7（ 私 立 6、

公 立 1）  

10（ 私 立

1、 公 立

9）  

 

1（ 公 立 ）  

18（ 私 立

1、 公 立

17）  

本 科 課 程  

募 集 人 数  

  
4 万 1,4 00

人  

7 万

6,300

人  

8 万 9,9 00

人  

 

在 学 者 数  

  12 万

9,300 人  

22 万

8,700

人  

  

機 関 名  原 機 関 名  
運 営

方 法  
登 録 地 域 （ 部 門 ）  

双 高

計 画

参 加

有 無  

漯 河 食 品 工 程 職 業 大

学  

漯 河 食 品 職 業 学 院  私 立  河 南 省  ×  

金 華 職 業 技 術 大 学  金 華 職 業 技 術 学 院  公 立  浙 江 省  〇  

青 海 職 業 技 術 大 学  青 海 交 通 職 業 技 術 学

院  

公 立  青 海 省  ×  

江 西 職 業 技 術 大 学  九 江 職 業 技 術 学 院  公 立  江 西 省  〇  

ハ ル ビ ン 職 業 技 術 大

学  

ハ ル ビ ン 職 業 技 術 学

院  

公 立  黒 竜 江 省  〇  

柳 州 職 業 技 術 大 学  柳 州 職 業 技 術 学 院  公 立  広 西 チ ワ ン 族 自 治

区  

〇  

浙 江 機 電 職 業 技 術 大

学  

浙 江 機 電 職 業 技 術 学

院  

公 立  浙 江 省  〇  

南 寧 職 業 技 術 大 学  南 寧 職 業 技 術 学 院  公 立  広 西 チ ワ ン 族 自 治

区  

〇  

重 慶 電 子 科 技 職 業 大 重 慶 電 子 工 程 職 業 学 公 立  重 慶 市  〇  
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（出典）中国週刊新聞「職教昇級」 2024 年 7 月  1 日、 p.13。  

 

３．３．１  泉州職業技術大学  

 職 業 技 術 大 学 の 一 例 と し て 、筆 者 が 2024 年 10

月 に 現 地 調 査 を 行 っ た 泉 州 職 業 技 術 大 学 を 紹 介

す る 。福 建 省 で 最 多 の 人 口 を 持 ち 、「 海 の シ ル ク

ロ ー ド 」 の 拠 点 で あ っ た 泉 州 市 に 位 置 す る 泉 州

職 業 技 術 大 学 は 、前 学 長 が 1986 年 に 自 動 二 輪 車

の 教 習 所 を 開 設 し た こ と に 始 ま る 。同 所 は 、1997

年 に 二 輪 車 を 対 象 と す る 成 人 中 等 職 業 教 育 機 関 と な り 、2002 年 に は 泉 州 中 営 職 業

学 院 と い う 短 期 高 等 職 業 教 育 機 関 に 昇 格 し 、 通 常 の 高 等 教 育 機 関 と 同 様 に 全 国 統

一 入 学 試 験 に よ る 学 生 募 集 を 開 始 し た 。2007 年 に は さ ら

に 規 模 を 拡 大 さ せ 、泉 州 理 工 職 業 学 院 と 改 名 し た 後 、2019

年 に 学 部 レ ベ ル の 職 業 教 育 を 提 供 す る 私 立 の 職 業 技 術 大

学 と な り 、2022 年 に は 学 士 の 学 位 授 与 権 を 取 得 す る な ど

順 調 に 規 模 と 質 を 向 上 さ せ て き た 。 在 学 者 数 は 2025 年

現 在 1 万 2,782 人 で あ り 、教 職 員 数 は 2024 年 現 在 696 人

学  院  

甘 粛 林 業 職 業 技 術 大

学  

甘 粛 林 業 職 業 技 術 学

院  

公 立  甘 粛 省  ×  

唐 山 工 業 職 業 技 術 大

学  

唐 山 工 業 職 業 技 術 学

院  

公 立  河 北 省  〇  

広 東 軽 工 職 業 技 術 大

学  

広 東 軽 工 職 業 技 術 学

院  

公 立  広 東 省  〇  

貴 州 交 通 職 業 大 学  貴 州 交 通 職 業 技 術 学

院  

公 立  貴 州 省  〇  

湖 南 汽 車 工 程 職 業 大

学  

湖 南 汽 車 工 程 職 業 学

院  

公 立  湖 南 省  〇  

民 政 職 業 大 学  北 京 社 会 管 理 職 業 学

院  

公 立  民 生 部  ×  

新 疆 農 業 職 業 技 術 大

学  

新 疆 農 業 職 業 技 術 学

院  

公 立  新 疆 ウ イ グ ル 自 治

区  

〇  

写 真 1 1： BYD  Au to 提供 の学 習教 材  

写 真 1 2：B 2C 用の 動画 配信 ス

タ ジ オ  
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と な っ て い る 。同 大 学 は 、EV 販 売 数 で 世 界 最 大 規 模 の

BYD Auto や 通 信 機 器 大 手 の フ ァ ー ウ ェ イ の 本 社 が 所

在 す る 広 東 省 に 隣 接 す る 福 建 省 の 地 の 利 を 生 か し て 両

社 と 連 携 し た PHV や IoT の 技 術 者 養 成 や 、地 元 企 業 と

食 品 パ ッ ケ ー ジ の デ ザ イ ン を し た 後 、 動 画 配 信 で そ れ

ら を 広 報 す る B2C に 対 応 し た 人 材 育 成 を 行 っ て お り 、

ス マ ー ト 製 造 、次 世 代 情 報 通 信 技 術 、新 エ ネ ル ギ ー 車 、

グ リ ー ン 建 築 、 芸 術 、 服 飾 な ど の 25 の 4 年 制 本 科 と

13 の 専 科 教 育 （ 2～ 3 年 ） を 実 施 し て い る 。 ま た 、 服

飾 関 連 で は 、バ ー チ ャ ル フ ィ ッ チ ン グ ル ー ム や VR に

よ る ア パ レ ル 生 産・管 理 シ ス テ ム な ど 最 新 鋭 機 材 を 導

入 し て い る 。  

ベ ト ナ ム 戦 争 帰 り の 前 学 長 の 強 い 個 性 に よ る キ ャ

ン パ ス の 設 計 が 特 徴 的 で 、 4 階 建 て の 校 舎 に は 車 両 2

台 が 並 走 で き る ほ ど の 通 路 を 各 階 に 設 け て お り 、 各 階 は ス ロ ー プ で つ な が っ て い

る た め 、 車 両 で 校 内 の ど こ に で も 移 動 で き る 。 ま た 、 職 業 教 育 の 基 本 は 体 力 で あ

る と の 考 え か ら 、 毎 朝 6 時 に 全 学 生 ・ 教 職 員 対 象 の マ ラ

ソ ン が 必 須 と な っ て お り 、 雨 天 で も 校 舎 の 通 路 を 用 い て

マ ラ ソ ン が 実 施 さ れ る た め 、 マ ラ ソ ン 競 技 に お い て 何 度

も 優 勝 す る 強 豪 校 で あ る 。そ の ほ か 、キ ャ ン パ ス 全 体 に グ

リ ー ン 建 築 の 概 念 を 取 り

入 れ て お り 、 各 階 外 壁 に

木 々 を 植 樹 し 、そ こ に 外 壁 に 張 り 巡 ら さ れ た 散 水

パ イ プ か ら 地 下 水 が 一 定 時 間 噴 霧 さ れ る こ と で 、

亜 熱 帯 の 気 候 に も か か わ ら ず 、冷 房 の 必 要 な い 屋

内 環 境 が 整 備 さ れ て い る 。  

 

 

 

 

写 真 13：バー チャ ルフ ィッ ティ

ン グ ルー ム  

写 真 14： V R ア パレ ル工 場  

写 真 1 5： 校舎 内通 路  

写 真 1 6：校史 館内 に掲 載さ れて いた

マ ラ ソン 風景  
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４．おわりに  

本 稿 は 2019 年 に 初 め て 創 設 さ れ て 以 降 、 日 中 両 国 で 規 模 が 拡 大 し て い る 高 等

職 業 教 育 機 関 に 焦 点 を 当 て た 。 日 本 に お け る 専 門 職 大 学 （ 及 び 専 門 職 短 期 大 学 ）

と 中 国 に お け る 職 業 技 術 大 学 は 産 業 構 造 、 社 会 環 境 の 変 化 に 対 応 し た 職 業 教 育 を

提 供 す る た め に 同 時 期 に 設 置 さ れ た 。 こ れ は 、 職 業 教 育 が 技 能 の 習 得 だ け で は な

く 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン に 対 処 す る た め の 理 論 の 学 習 が 不 可 欠 と な っ て き た こ と に 起

因 す る 。 社 会 課 題 の 解 決 、 起 業 、 マ ネ ー ジ メ ン ト 等 に 対 応 で き る ス キ ル ＋ 理 論 を

学 ぶ 学 部 レ ベ ル の 職 業 教 育 の 必 要 性 が 急 速 に 拡 大 し 、 新 し い 高 等 職 業 教 育 機 関 が

誕 生 し た 。 た だ し 、 専 門 職 大 学 及 び 職 業 技 術 大 学 は 両 国 の 産 業 構 造 に 従 属 し て お

り 、 専 門 職 大 学 で は ICT 、 医 療 ・ 介 護 、 服 飾 デ ザ イ ン 、 ペ ッ ト な ど の サ ー ビ ス 業

に 重 点 が 置 か れ て お り 、 職 業 技 術 大 学 で は「 中 国 製 造 2025」 な ど の 政 策 か ら 、 マ

ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ に 重 点 が 置 か れ て い る 。 ま た 、 日 本 で は 新 た な 学 校 種 と し

て 専 門 職 大 学 が 創 設 さ れ 、 中 国 で は 、 学 位 に 結 び つ く 従 来 の 大 学 と 同 様 の プ レ ス

テ ー ジ を 与 え る た め に 既 存 の 高 等 教 育 の 枠 組 み を 拡 張 す る こ と で 成 立 し た 。 同 時

期 に 新 た な 高 等 職 業 教 育 機 関 が 生 ま れ た こ と は 、 両 国 が 同 様 の 産 業 構 造 及 び 市 場

の 変 化 を 経 験 し て い る こ と に な る が 、 他 方 で 、 日 本 と 中 国 で は 異 な る 業 種 が 高 等

職 業 教 育 と 結 び つ い て い る こ と か ら 、 そ の 相 違 を 利 用 し た 高 等 職 業 教 育 の 交 流 強

化 が 可 能 で は な い か と 考 え る 。 日 本 は サ ー ビ ス 産 業 人 材 の 育 成 に お い て 中 国 か ら

の 留 学 生 の 受 け 入 れ や 人 材 育 成 方 法 の 輸 出 を 行 い 、 中 国 は 職 業 技 術 大 学 で 育 成 さ

れ た 人 材 と 日 本 企 業 と の 連 携 強 化 や 日 本 か ら 人 材 を 派 遣 し て の リ ス キ リ ン グ や ア

ッ プ ス キ リ ン グ の 実 施 な ど に よ る 交 流 強 化 が 期 待 で き る 。 専 門 職 大 学 と 職 業 技 術

大 学 の 交 流 に よ り ハ イ レ ベ ル 職 業 人 材 を 相 互 補 完 で き る か も し れ ず 、 両 国 間 で の

職 業 教 育 の 交 流 の 益 々 の 発 展 が 期 待 さ れ る 。  

 

注： 本 稿 は 、 文 部 科 学 省 を 代 表 す る も の で は な い 。  
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